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1.  平成25年3月期第2四半期の業績（平成24年4月1日～平成24年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第2四半期 26,573 10.5 2,542 44.3 2,380 12.6 1,315 15.8
24年3月期第2四半期 24,038 11.4 1,761 94.0 2,114 73.7 1,135 85.5

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第2四半期 84.24 ―
24年3月期第2四半期 75.14 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期第2四半期 41,312 13,331 32.3 735.96
24年3月期 36,588 8,164 22.3 540.12
（参考） 自己資本   25年3月期第2四半期  13,331百万円 24年3月期  8,164百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00
25年3月期 ― 7.50
25年3月期（予想） ― 7.50 15.00

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 54,060 10.4 4,680 35.8 4,310 3.4 2,350 6.8 139.37



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

※  注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期2Q 18,115,200 株 24年3月期 15,116,000 株
② 期末自己株式数 25年3月期2Q 599 株 24年3月期 599 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期2Q 15,616,168 株 24年3月期2Q 15,115,431 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対する
四半期レビュー手続を実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添
付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
 なお、通期業績予想に記載の１株当たり当期純利益は当第２四半期会計期間に行った公募増資およびオーバーアロットメントに係る第三者割当増資による株
式の増加を含めて算出される期中平均株式数16,861,962株により計算しております。 
 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
 決算補足説明資料は平成24年11月５日（月）に当社ホームページに掲載いたします。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期累計期間における介護業界におきましては、改正介護保険法が平成24年４月１日に施行され、団塊

の世代が後期高齢者となる平成37年（2025年）を見据え、国が推進する地域包括ケアシステムの実現を目指して、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型サービスが新たに創設されました。また、平成24年秋より職業能力の

レベル認定制度「キャリア段位制度」がスタートする予定であり、「介護プロフェッショナル」が対象業種とな

り、「キャリア」や「能力」が評価される社会の実現への動きが進められています。 

 このような状況のもと、当社は在宅介護事業において、デイサービスの新提供時間区分である「７時間以上９時

間未満」でのサービス提供や365日営業、サービス時間の延長対応、個別機能訓練の強化、多彩なレクリエーショ

ンメニューの提供等、サービス内容を充実させてお客様満足度の向上に取り組んでまいりました。また、従業員に

対して法令遵守の徹底および介護に関わる諸資格取得を推進し、長期にわたる持続的な成長を目指す経営に取り組

んでおります。 

 以上の結果、当第２四半期累計期間末における当社の事業所数は、47都道府県515ヵ所となり、当第２四半期累

計期間における売上高は26,573百万円（前年同期比10.5%増）、営業利益は2,542百万円（同44.3%増）、経常利益

は2,380百万円（同12.6%増）、四半期純利益は1,315百万円（同15.8%増）となりました。 

 なお、介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対して、「介護職員処遇改善交付金」および「福祉・介護人材の

処遇改善事業助成金」が各都道府県において交付されておりましたが、平成24年４月１日に施行された改正介護保

険法等におきましては、「介護職員処遇改善加算」および「福祉・介護職員処遇改善加算」として見直しされまし

た。このため、前事業年度までは、当該交付金および助成金は営業外収益に計上しておりましたが、第１四半期累

計期間より、従来の交付金相当額は売上に計上しております。 

  

＜セグメントの状況＞ 

①在宅介護事業 

在宅介護事業につきましては、デイサービスセンター８ヵ所の新設を行いました。また、サービス産業生産性

協議会が実施した「ＪＣＳＩ（日本版顧客満足度指数）」の調査で、２年連続介護業界１位の評価を頂いているサ

ービスの質を更に高めるとともに、営業活動を強化してお客様の確保に努め、これまでに開設したデイサービスセ

ンターの利用率を引き上げる等、収益改善に取り組みました。その結果、在宅介護事業の売上高は20,760百万円

（前年同期比12.3%増）、経常利益は2,102百万円（同2.2%増）となりました。 

  

②有料老人ホーム事業 

 有料老人ホーム事業につきましては、既存施設の新規入居者の確保に努めた結果、有料老人ホーム事業の売上高

は3,815百万円（前年同期比10.5%増）、経常利益は170百万円（前年同期比201.0%増）となりました。今後も引き

続き営業活動を強化して入居者の確保に努め、更なる収益改善に取り組んでまいります。 

  

③人材開発事業 

 人材開発事業につきましては、雇用環境の停滞による派遣売上と委託事業売上の減少があったものの、有料職業

紹介事業に注力するとともに、原価管理を徹底した結果、人材開発事業の売上高は1,997百万円（前年同期比5.0%

減）、経常利益は107百万円（前年同期は１百万円の経常利益）となりました。今後も更なる経営の効率化を図

り、収益改善に取り組んでまいります。 

   

   

（２）財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債および純資産の状況 

  当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ4,724百万円増加し41,312百万円となりまし

た。主な増減要因は増資にともなう現金及び預金の増加4,251百万円、売掛金の増加366百万円、新規出店によるリ

ース資産の増加281百万円等に対し、未収入金の減少71百万円、長期前払消費税等の減少60百万円、長期貸付金

（建設協力金）の減少54百万円等の結果であります。 

  負債は前事業年度末に比べ443百万円減少し27,981百万円となりました。主な増減要因は短期借入金の増加480百

万円、リース債務の増加284百万円等に対し、１年内返済予定長期借入金の減少794百万円、未払法人税等の減少

232百万円、長期前受金の減少128百万円、社債の減少100百万円等の結果であります。 

 純資産は前事業年度末に比べ5,167百万円増加し13,331百万円となりました。 主な増減要因は新株発行および第

三者割当増資による資本金等の増加3,965百万円、四半期純利益による増加1,315百万円に対し、配当金の支払によ

る減少113百万円等であります。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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②キャッシュ・フローの状況 

  当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ4,372百万円増加し7,772百万円とな

りました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、1,375百万円の増加(前年同期比95百万円収入増）となりました。これは

主に、税引前四半期純利益の計上2,380百万円、減価償却費の計上572百万円等に対し、法人税等の支払額1,294百

万円、売上債権の増加額367百万円等の結果であります。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、103百万円の減少(前年同期比266百万円支出増）となりました。これは

主に、貸付金（建設協力金）の回収による収入175百万円等に対し、貸付け（建設協力金）による支出165百万円、

無形固定資産の取得による支出145百万円等の結果であります。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、3,100百万円の増加(前年同期比4,110百万円収入増）となりました。こ

れは主に、株式の発行による収入3,946百万円、長期借入金の借入れによる収入1,000百万円等に対し、長期借入金

の返済による支出1,666百万円等の結果であります。 

  

   

（３）業績予想に関する定性的情報 

    通期の業績予想につきましては、平成24年５月11日に公表いたしました予想数値を修正しております。 

    詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
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（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそ

れぞれ1,689千円増加しております。 

  

  

  

  

  

  該当事項はありません。   

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等
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４．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,520,814 8,772,471

売掛金 4,143,785 4,510,428

貯蔵品 29,641 31,973

前払費用 574,067 608,957

繰延税金資産 393,708 393,708

短期貸付金 195,509 201,175

未収入金 1,604,362 1,532,766

その他 112,841 120,192

貸倒引当金 △39,500 △37,500

流動資産合計 11,535,231 16,134,173

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,180,321 1,141,707

構築物（純額） 21,809 20,322

車両運搬具（純額） 348 203

工具、器具及び備品（純額） 72,620 109,066

土地 729,196 729,196

リース資産（純額） 16,749,072 17,030,586

建設仮勘定 123,500 121,585

有形固定資産合計 18,876,869 19,152,668

無形固定資産   

借地権 20,922 20,343

ソフトウエア 329,353 313,376

その他 10,153 29,926

無形固定資産合計 360,430 363,646

投資その他の資産   

投資有価証券 228 177

長期貸付金 2,368,419 2,313,882

従業員に対する長期貸付金 50,180 38,802

破産更生債権等 407 977

長期前払費用 1,041,715 1,021,511

長期前払消費税等 559,263 498,341

繰延税金資産 139,895 139,913

敷金及び保証金 1,634,917 1,631,539

その他 21,421 24,894

貸倒引当金 △407 △7,600

投資その他の資産合計 5,816,043 5,662,439

固定資産合計 25,053,343 25,178,754

資産合計 36,588,575 41,312,928

5



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,409 4,323

短期借入金 － 480,000

1年内返済予定の長期借入金 2,035,414 1,240,531

1年内償還予定の社債 250,000 200,000

リース債務 625,152 661,573

未払金 3,184,935 3,105,877

未払費用 132,204 95,634

未払法人税等 1,375,729 1,143,439

前受金 340,251 268,668

預り金 563,182 598,285

賞与引当金 530,930 666,818

流動負債合計 9,042,209 8,465,152

固定負債   

社債 600,000 500,000

長期借入金 2,289,059 2,417,370

長期前受金 737,344 608,433

長期預り保証金 364,663 322,936

リース債務 14,938,980 15,187,167

退職給付引当金 402,155 429,712

資産除去債務 50,096 50,616

固定負債合計 19,382,298 19,516,235

負債合計 28,424,508 27,981,387

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,359,552 3,342,203

資本剰余金 1,378,752 3,361,403

利益剰余金 5,426,070 6,628,274

自己株式 △275 △275

株主資本合計 8,164,100 13,331,606

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △33 △66

評価・換算差額等合計 △33 △66

純資産合計 8,164,067 13,331,540

負債純資産合計 36,588,575 41,312,928
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（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

売上高 24,038,039 26,573,318

売上原価 20,617,886 22,212,020

売上総利益 3,420,153 4,361,298

販売費及び一般管理費 1,658,190 1,818,691

営業利益 1,761,963 2,542,607

営業外収益   

受取利息 24,286 23,104

助成金収入 537,192 32,191

その他 14,885 25,468

営業外収益合計 576,364 80,763

営業外費用   

支払利息 206,476 200,704

社債利息 6,324 4,310

株式交付費 － 18,521

貸倒引当金繰入額 － 6,622

その他 11,185 12,948

営業外費用合計 223,987 243,108

経常利益 2,114,340 2,380,262

特別損失   

固定資産除却損 991 217

災害による損失 12,847 －

特別損失合計 13,838 217

税引前四半期純利益 2,100,501 2,380,044

法人税等 964,741 1,064,475

四半期純利益 1,135,760 1,315,569

7



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 2,100,501 2,380,044

減価償却費 529,722 572,415

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,500 5,192

賞与引当金の増減額（△は減少） 118,147 135,888

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29,135 27,557

事業再編損失引当金の増減額（△は減少） △24,504 －

受取利息及び受取配当金 △24,290 △23,108

支払利息 206,476 200,704

社債利息 6,324 4,310

有形固定資産除却損 991 217

売上債権の増減額（△は増加） △224,327 △367,212

未収入金の増減額（△は増加） △190,807 71,596

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,520 △2,332

その他の流動資産の増減額（△は増加） △31,899 △42,863

仕入債務の増減額（△は減少） △282 △85

未払金の増減額（△は減少） △44,102 16,828

長期前受金の増減額（△は減少） △169,562 △128,910

長期預り保証金の増減額（△は減少） △33,298 △54,227

その他の流動負債の増減額（△は減少） 44,798 42,307

その他 3,572 16,703

小計 2,309,616 2,855,026

利息及び配当金の受取額 24,297 23,113

利息の支払額 △212,388 △208,818

法人税等の支払額 △841,634 △1,294,267

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,279,890 1,375,053

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預金の担保解除による収入 159,321 120,557

有形固定資産の取得による支出 △90,579 △87,747

無形固定資産の取得による支出 △16,000 △145,447

敷金及び保証金の差入による支出 △12,221 △11,992

敷金及び保証金の回収による収入 90,384 14,557

貸付けによる支出 △136,000 △165,000

貸付金の回収による収入 174,935 175,462

その他 △5,983 △3,487

投資活動によるキャッシュ・フロー 163,856 △103,097
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 192,000 480,000

長期借入れによる収入 － 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △621,048 △1,666,572

社債の償還による支出 △150,000 △150,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △355,700 △397,420

株式の発行による収入 － 3,946,780

配当金の支払額 △74,937 △112,529

自己株式の取得による支出 △56 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,009,743 3,100,259

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 434,004 4,372,214

現金及び現金同等物の期首残高 1,582,328 3,400,690

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,016,332 7,772,905
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  該当事項はありません。 

   

   

  当社は、平成24年８月29日付で、公募による新株発行について払込みを受け、平成24年９月19日付で野村證券株

式会社からオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当

第２四半期会計期間において、資本金が1,982,651千円、資本剰余金が1,982,651千円増加し、当第２四半期会計期

間末において資本金が3,342,203千円、資本剰余金が3,361,403千円となっております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

10



Ⅰ 前第２四半期累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

  

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報  

                                         (単位：千円)  

  （注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。 

         

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

  該当事項はありません。 

  

 （のれんの金額の重要な変動） 

  該当事項はありません。 

  

 （重要な負ののれん発生益） 

  該当事項はありません。 

  

（６）セグメント情報等

  

報告セグメント 

合計 
在宅介護事業 

有料老人 
ホーム事業 

人材開発事業 

売上高         

外部顧客への売上高 18,485,063  3,451,724  2,101,251  24,038,039

セグメント間の内部売上高または

振替高 
－  －  －  －

計 18,485,063  3,451,724  2,101,251  24,038,039

セグメント利益 2,056,086  56,564  1,689  2,114,340

その他の項目 

減価償却費 

受取利息 

助成金収入  

支払利息  

381,857

5,968

490,024

116,355

141,580

18,293

45,241

88,183

6,285

24

1,926

1,938

 

 

 

 

 

529,722

24,286

537,192

206,476
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Ⅱ 当第２四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日） 

  

１．報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報  

                                         (単位：千円)  

  （注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の経常利益と一致しております。 

  

２. 報告セグメントの変更等に関する事項 

  法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。  

  当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期累計期間のセグメント利益が全体で1,689千円増加してお

りますが、各セグメント利益の影響額に重要性がないため記載を省略しております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

  該当事項はありません。 

  

 （のれんの金額の重要な変動） 

  該当事項はありません。 

  

 （重要な負ののれん発生益） 

  該当事項はありません。 

  

   

   

       該当事項はありません。 

  

報告セグメント 

合計 
在宅介護事業 

有料老人 
ホーム事業 

人材開発事業 

売上高         

外部顧客への売上高 20,760,497  3,815,603  1,997,217  26,573,318

セグメント間の内部売上高または

振替高 
－  －  －  －

計 20,760,497  3,815,603  1,997,217  26,573,318

セグメント利益 2,102,128  170,267  107,866  2,380,262

その他の項目 

減価償却費 

受取利息 

助成金収入  

支払利息  

420,187

5,459

28,915

117,340

145,660

17,613

2,597

81,311

6,567

30

678

2,052

 

 

 

 

 

572,415

23,104

32,191

200,704

（７）重要な後発事象
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 販売実績 

 当第２四半期累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。 

（注） １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２．在宅介護事業のその他には、ショートステイ売上、福祉用具販売売上、緊急通報システム売上、小規模多機

能売上が含まれております。 

 ３. 人材開発事業には、人材派遣売上、職業紹介売上、委託事業売上が含まれております。  

  

   

  

５．補足情報

セグメントの名称 売上高（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

在宅介護事業       

通所介護（デイサービス）  13,418,386  115.8  50.5

訪問介護  3,764,023  108.4  14.2

訪問入浴介護  1,513,575  104.6  5.7

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）  1,289,676  104.1  4.9

居宅介護支援（ケアプラン作成）  662,059  106.7  2.5

その他  112,777  99.1  0.3

小計  20,760,497  112.3  78.1

有料老人ホーム事業  3,815,603  110.5  14.4

人材開発事業  1,997,217  95.0  7.5

合計  26,573,318  110.5  100.0
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